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 訴訟の国側敗訴割合 5.0％と半減 
異議申立ての救済割合は 11.8％に 
 

 納税者が国税当局の処分に不満がある場合

は、税務署等に対する異議申立てや国税不服審

判所に対する審査請求という行政上の救済制度

と、さらには訴訟を起こして裁判所に処分の是

正を求める司法上の制度がある。国税庁・国税

不服審判所がこのほど公表した不服の申立て及

び訴訟の概要によると、今年３月までの１年間

の税務訴訟での納税者勝訴割合は 5.0％と前年

度の 10.7％から半減したことが分かった。 

 異議申立ての発生件数は、前年度から 10.5％

減の 4,795 件となった。処理件数は「取下げ」

891 件、「却下」806 件、「棄却」2,709 件、「一

部取消」525 件、「全部取消」66 件の合計 4,997

件。納税者の主張が一部でも認められたのは 591

件となり、救済割合は前年度を 3.0 ポイント上

回る 11.8％という結果だった。 

 税務署の処分を不服とする国税不服審判所へ

の審査請求の発生件数は、前年度から 14.8％増

の 3,254 件だった。処理件数は「取下げ」285 件、

「却下」304 件、「棄却」1,620 件、「一部取消」

241 件、「全部取消」143 件の合計 2,593 件だっ

た。納税者の主張が何らかの形で認められた救

済割合は 14.8％で、前年度より 0.1 ポイント減

という結果になった。 

 一方、訴訟となった発生件数は、前年度を 4.5

ポイント下回る 339 件。終結件数は、「取下げ」

38 件、「却下」14 件、「棄却」252 件、「国の

一部敗訴」８件、「同全部敗訴」８件の合計 320

件。国側の敗訴（納税者勝訴）割合は 5.0％と、

前年度に比べ 5.7 ポイント減少した。 

 

 
 ガラパゴス化で孤立化の危険 

鎖国性の原因は豊潤な国内市場 
 

 日本企業のガラパゴス化とは、世界の流れとは

違う方向に発展し、世界標準からかけ離れていく

ことを指す。東太平洋に浮かぶ固有種の動物が棲

むガラパゴス諸島にちなむ新語。 

 これを日本国内だけに絞って同様の現象を指

摘する場合もある。中小企業庁の第５号認定とい

えば不況業種のことだが、1,118 業種が指定され

ている。これは景気対応緊急保証制度の創設で、

特定中小企業者の認定において原則全業種が指

定されたことを意味し、期限も延びた。 

 たとえば出版・印刷業は、長年紙による印刷手

段で活字・印刷文化を守ってきた。ところが電子

書籍という黒船が襲来し、伝統から脱しきれない

鎖国性を新型市場が破壊し始めた。影響は製紙

業、製本業から広告代理店までに及び、立て直し

を模索する事態に陥った。 

 これらは内需型産業に等しく見られる現象

で、鎖国を可能にしていたのは外敵がいない豊

かな市場があったからだ。いわば第５号認定と

は、新たな商品開発と新市場開拓を促す施策な

のである。しかし、旧来からの国内市場向けの

高性能多機能高価格化戦略では世界という大市

場を失いかねないのも事実。 

 ガラパゴス化は、日本独自のパソコンがＤＯ

Ｓ/Ｖに駆逐されたように、外敵襲来などへの備

えがおろそかだったことが招いた結果である。

日本は今、他国から「鈍感力」と悪口されてい

るそうだ。もっともガラパゴス化らしいのは日

本の政治力かもしれないが。 
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